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“自然の叡智”をテーマに掲げた愛･地球博（愛知万博）

が開幕した。華やかな開会式の新聞記事を前に思いは複

雑である。

1990年に「海上町を中心とした周辺山林地一帯」が会場

候補地に指定されると、地域住民や日本自然保護協会、世

界自然保護基金（WWF）ジャパン、日本野鳥の会などの団

体が自然破壊を理由に反対運動を始めた。ただその後、

行政や協会事務局との一定の対話も成立し、計画の修正

やモニタリング体制も実現した。

一方、会場内に設けられた『市民パビリオン』では、環

境問題をはじめ平和、福祉、文化、健康など多様なミッショ

ンを持ったNPO／NGO、個人がトークやディスカッション

を展開する「対話劇場」という斬新な企画も実現した。事

務局でも『地球市民村』と銘打って万博史上初めて、

NPO／NGOが集まることをアピールしてきた。

しかし、開会直前になって、計画されていたはずの「モ

ニタリング委員会」が2004年度中は一度も開催されず、す

べての工事が終了し、博覧会開会にも間に合わなかった

ことに、上記3団体が「非常に不本意」であり、「博覧会協会

の主催するシンポジウムに3団体が参加するという計画に対

して、このような状況では協力できない」と表明するに至る。

対話と信頼は脆くも崩れた。この事実は、意見の異なる

主体が対話と合意の上で事業を進めていく能力が、この国

では依然、未成熟だということを改めて示している。ハノー

バー万博での環境配慮に関する調査や「対話劇場」のゲス

ト選定に微力ながら関与した筆者にとって、万博は既に開

会時において、教訓に満ちたものとなった。

「対話」と「連携」。これほど「言うは易く行うは難し」なこ

とはない。ここに至る経緯は、パビリオンの展示物より数

倍貴重な教材である。

（株式会社日本総合研究所　足達英一郎）

愛知万博から何を学ぶか
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常に業界のトップを走り、新しい快適な暮らしを世界中に提供し続けてきた松下電工株式会社。

大阪で配線器具の生産・販売からはじまった同社はいつしか照明、電器、制御機器などへと事業領域を拡大。

その成長は、まさしくとどまるところを知らない。これは環境への取り組みも同様である。

同社は「2010年にありたい姿」として、サスティナブル・カンパニーを目指しており、

省エネ・長寿命といった環境調和型商品の創造に力を入れている。こうした取り組みが評価され、

フジサンケイグループが主催する第14回地球環境大賞で最高位の大賞を受賞した。

そこで、同社の畑中浩一社長に、サスティナブルな社会への思いや環境調和型商品についてお話を伺った。

トップインタビュー 松下電工株式会社 代表取締役 社長経営執行役 畑中浩一氏

環境調和型商品の「あかり」で、
サスティナブルな未来を照らします。

photo：矢木隆一

Top
Interview
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Top Interview

「サスティナブル・カンパニーを目指す」というメッセージ

は、当社の環境方針の根幹をなすものであると同時に、実

は私の個人的な思いも込められたものなのです。

人類社会を大きく捉えると、我々は宇宙船地球号に乗り、

地球号の環境を使用して生活していることになります。た

とえば、地球が誕生したのが46億年前といわれていますが、

その長い歴史の中で、化石燃料になっているものは、地球

に過去住んでいた生物が変成してできた、いわば地球の

遺産です。18世紀後半の産業革命以降、人類は何億年も

かけてつくられた地球の遺産を大量に消費して、飛躍的に

生活を向上してきました。しかも、化石燃料の恩恵を受け

てきたのは、人間だけです。

人類がこれからもずっと生存し続けるためには、化石燃

料を「大事に使う」だけではなく、「循環型で活用していく」

ことが人類に課せられた最低限の義務、つまり、循環型社

会の実現が一生物としての責務ではないかと、私は考えて

いるのです。

循環型社会の実現は、当社だけで成し得るわけではあ

りません。それでもできるところからやる。比叡山の伝教

大師最澄が遺した「一隅を照らす」という言葉のように、ま

ずは、一隅でもいいから照らして、それが徐々に社会に広

がっていけばという個人的な思いから、メッセージが出て

きたところがあります。

また、創業者松下幸之助から続く当社の環境方針も関

係しています。メーカーですから、開発から廃棄までの環

境負荷を低減した商品づくりを考えていかなければなりま

せん。その上で生活の質を高める商品を創造していく。

そうした商品を社会に提供することが全従業員の責務であ

り、企業の責務であるというのが、当社の環境方針です。

たとえば、2004年度、当社の日本国内の本体工場および

製造会社で、全商品を製造するために消費したエネルギー

は、CO2排出量換算で約45万トンでした。一方、省エネ商

品をお客様が使用することでエネルギー削減に貢献した

量は、58万トンで、我々が発生させている量よりも多い。

ですから、お客様に省エネ性能の高い商品を使用してい

ただくと、より効果的なCO2排出量削減につながります。ま

た、当社の照明器具は、4LDK住宅の試算ですが、1990年

と比べて、2004年は約47％の省エネを実現しています。

最近、企業の社会的責任が注目されていますが、当社と

しては、こうした環境への取り組みを重視することで企業

の社会的責任を果たし、サスティナブル・カンパニーを目指

していきたいと考えています。

サスティナブルな社会にマッチした
商品提供が、メーカーの使命。

戦後、政府が景気を良くするために、消費を奨励する時

代がありました。当社も松下幸之助の「水道哲学」のもと、

大量生産、大量消費の一翼を担ってきました。この「水道

哲学」とは、水道水が安く大量にあるように、メーカーも商

品を安く大量に供給するのが使命であるという考え方で

す。人間というのは今日より明日、今年より来年と、快適な

生活を求める本能がありますから、モノが足りない時代に

は正しかったと思います。

ただし、今の日本にはそれが本当に必要でしょうか。そ

れよりもサスティナブルな社会で、あらゆる生物に配慮した

環境をつくるほうが大事ではないかと考えています。今の

時代であればモノより機能を、当社でいえば照明器具その

ものではなく、光をお買い求めいただく方が、地球環境に

も非常にいいということになりますね。

私は、メーカーがモノをつくる上で、1つは材料をできる

だけ省資源に、使用するエネルギーを最小限にすること、も

う1つは買っていただいた商品によって、お客様が使用する

エネルギーを最小限にすることが大切だと考えています。

たとえば、当社には「Smart Lighting Eco」という環境配

慮型の照明器具があります。この「Smart Lighting Eco」

は、本体・取付金具、反射板、給電部品ユニット、ランプか

らできています。本体・取付金具と反射板は20年、給電部

品ユニットは10年、ランプは2年という寿命になっています。

寿命の長い本体・取付金具と反射板はそのまま使用し、給

電部品ユニットやランプの部分だけを取り替えれば、材料

の省資源が図れます。

今、特に力を入れているのが、LED（発光ダイオード）照

明です。半導体が光源なので、半導体自体の寿命がその

まま光源の寿命になりますが、その寿命は4万時間で、約

12年です。これは、蛍光ランプの5～6倍もあります。そう

いう意味では、今までの照明器具よりも大幅な省資源につ

ながります。さらに、点光源の特性を活かすことで、デザイ

社長の「サスティナブル・カンパニーを目指す」というメッ

セージに込められたお考えをお聞かせ下さい。

大量生産、大量消費という時代に、御社を含め松下グルー

プでは早くから、商品の「長寿命」を打ち出されていまし

た。何か大きな理由があったのでしょうか。

松下電工株式会社 代表取締役 社長経営執行役 畑中浩一氏

給電部品ユニットだけを取り替え、照明器具全体として従来よりも長寿命化
を実現。

本体・取付金具�
寿命約20年�

反射板�
寿命約20年�

給電部品ユニット�
約8～10年で交換�

本体・取付金具�

給電部品�
ユニット�

反射板�
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我々の海外の製造会社ではISO14001認証を取得済みで

すが、地域によって、従業員の環境に対する意識に高低差

があるというのが現状です。それは地域によって文化や習

慣、生活水準も違うので、環境にまで気が回らないという

のが正直なところだと思います。

しかし、私はそうした国であっても、「環境はこれだけ大

切なものなんだ」という意識を高めて、グローバルスタン

ダードをつくっていかなければならないと考えています。

そのためには、現地の従業員の歴史認識に立った対話を

通じて、コミュニケーションを継続させていくことが正しい

のではないかと思います。

取り組みをはじめたばかりなので成果はまだ見えてきて

いませんが、現地スタッフと協力してさまざまな海外向け

の広報物の発行や、当社の環境方針に関する説明会の開

催を行っています。そのほか、環境パフォーマンスデータ

も、本社と同じ方式で収集していくことにしています。

海外の連結会社での環境マネジメント運用を支援しよう

と努力されています。現地でどのようなコミュニケーショ

ンを心掛けていらっしゃいますか。

ステークホルダーとの対話には、
企業を成長させる栄養がつまっている。

御社ではステークホルダーとのコミュニケーションを非

常に重視されています。その背景にあるお考えをお教え

下さい。

松下幸之助は「企業は社会の公器である」と言いました。

つまり、企業が社会において存在を許されるのは、存在価

値があるからであり、存在価値は企業が社会規範を守り、

環境負荷をできるだけ少なくし、適正な利潤を稼ぎ、社会

貢献することで得られるとしています。さらに、この適正な

利潤の中で、再投資するだけのお金を得ること、納税して

社会インフラの整備に還元すること、そして各ステークホル

ダーが満足するような利益を上げることだといっています。

当社のステークホルダーは株主様、従業員、お客様、サ

プライヤー様とさまざまですが、ステークホルダーが当社

に何を望んでいるのか、何が不満なのか、次に何を期待

しているのかといったことは聞かなければわかりません。

環境についても同じです。我々が社会の一員であるならば、

同じ地球号に乗っている人々に当社の環境への取り組み

について聞かなければ、方向性が定められません。

だから、私は業務に携わるあらゆる社員に「まずは聞き

なさい、大きな耳を持ちなさい」と言っています。たとえば、

お客様に聞くことで、新しい商品のヒントが得られます。

社員であれば、どのような処遇や福利を求めているのかな

どがわかります。

当社の経営方針として、さまざまな暮らし方や住まい方

を創造し、お客様から最大の信頼を得て、お客様に最大

の満足を提供するというミッションを明示しています。この

ミッションを達成することで、当社の社会における存在価

値と企業価値を高めようとするものです。

そして、今年度の経営ビジョンは「真・お客様主義」。お

そらく今の日本において、お客様のニーズは潜在化してき

ているでしょう。ですからお客様が見えていないもの、気

づいていないもの、想像も及ばないものを目に見える形で

創造し、提供しようというビジョンです。

このビジョンの達成には、「WE WILL CHANGE！」。ま

ず、我 自々身がお客様の立場に立って物事を考えなければ

なりません。視点を変えることでお客様と同じものが見え、

これまでとは違った発想ができる。そうすれば、お客様に

とって真に価値あるものができるはずです。

環境においては、2004年度までに3回実施した「サスティ

ンの幅が非常に広がります。

こうしたリユースできる照明器具や、「高効率」「長寿命」

を開発コンセプトにした商品をこれからもどんどん増やし、

環境負荷を低減できればと考えています。

ナビリティ・レポートを読む会」で、さまざまな人々から取

り組みについて意見を伺っています。参加者から「リサイ

クルの仕組みなど、社会システムを変える原動力になって

ほしい」などの意見が挙がりました。

ステークホルダーとの対話の中には、当社の適正な利潤

を生むヒントがたくさんつまっています。商品開発にしても

環境にしても、ステークホルダーとのコミュニケーションが

重要だと考えています。

「住まいまるごとエコソリューション」をキーワードに

「2010年にありたい姿」を明確に打ち出しています。ビ

ジョン達成のため、社員の方にどのような意識づけを図

られていますか。

新たな時代の快適生活は、
技術融合によって創造できる。

環境の話から少し外れるかもしれませんが、松下電工

という会社は、照明、電器、情報機器、電子材料、住建、

制御機器という6つの事業領域を持っています。当社のよ

うなメーカーは世界的に見ても珍しい。ところが、これだ

けの事業領域を持っていながら、過去にこの6つの事業領

域では「隣は何をする人ぞ」といった感じで、お互いにお

互いの技術をシナジー（相乗）してこなかった。

これではだめだということで、開発者には当社の事業領

域にある電器・情報・建材といった技術・商品を組み合わ

せる「電・情・建」融合をしなさいと言っています。さらに

環境負荷が少ない材料で設計することも求めています。
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PROFILE
畑中浩一（はたなか　こういち）
1944年生まれ。1967年京都大学経済学部卒業、同年4月松下電工株式
会社に入社。1994年パワーツール事業部長、1998年2月に取締役、同
年12月に電器分社常務（電器営業担当）および商事営業推進部長、2000
年には松下電工インフォメーション株式会社取締役に就任。2001年から
は松下電工株式会社 経営企画・構造改革推進・全社ロジスティクス戦略企
画を担当し、2002年常務取締役を経て、2003年に代表取締役 社長経営
執行役に就任、現在に至る。

会社概要

松下電工株式会社

創　　業 1918年（大正7年）
設　　立 1935年（昭和10年）
本　　社 大阪府門真市大字門真1048
資 本 金 1,383億4,922万円（2004年11月末現在）
従 業 員 13,991名（2004年11月末現在）
代 表 者 畑中浩一
事業内容 照明、電器、情報機器、電子材料、住建、制御機器の6事業

を中心に展開
ホームページアドレス　http://www.mew.co.jp/

そうすれば、他社にはない独特の技術ができ、オフィス

や住居など、人間が生活しているあらゆる環境が安心・安

全、快適・便利、そして省エネ・省資源型という生活快適

ソリューションをお客様に提供できるようになります。また、

当社は松下電器産業株式会社と2003年12月から包括的協

業体制となり、松下電器産業の技術も活用できるのです。

これにより、あらゆる生活を快適にするトータルソリュー

ションをお客様に提供する体制が整ったと考えています。

両者の技術が見事に融合した「コラボV商品」の第1弾と

して、2004年12月にシステムバスルームを発売しました。

このシステムバスルームは、浴槽の底やフタなどに松下

電器産業が冷蔵庫で使っている真空断熱材を利用してい

ます。フタを閉めた状態で6時間経過しても、お湯の温度

は2℃ほどしか下がりません。さらに、当社のミルキーバス

という、非常に微細な泡が出るジェットバスの技術に、松

下電器産業の空気から酸素を取り込む酸素富化膜の技術

を組み合わせて、酸素を含む微細な泡をつくり出せるよう

にしました。この泡はお肌の水分浸透を助け、化粧のノリ

をよくします。また、バスルームというのはカビが生えやす

い。そこで、当社の「nanoe（ナノイー）」という、カビなどを

キャッチして、不活化させる空気清浄機の技術を使ってい

ます。両社の技術を融合することで、お湯の温度は長持ち

し、お肌はきれいになる、カビは生えにくいという、快適な

バスルームを提供することができました。

当社では基本的にこうした技術融合によって、あらゆる

商品の環境負荷を低減して環境調和型商品の開発を進め

ていきます。その中でも業界トップレベルの環境性能・品

質を持つ商品については、社長決裁により「グリーンプロ

ダクツ」として認定しています。「グリーンプロダクツ」の

2003年度の販売比率は37.6％でしたが、2004年度は47.6％

に拡大しています。

Top Interview 松下電工株式会社 代表取締役 社長経営執行役 畑中浩一氏

市場では企業の環境対策は業績に直結しないのではとい

う意見もあります。御社の手応えはいかがですか。

環境対策にまつわるインフラ整備は、当社にとってもコ

ストです。しかし、我々は環境に配慮した、生産効率の高

い設備を導入しているので、導入前に比べ省エネ、かつ低

コストで生産できるようになりました。さらに、こうした整備

で生産した照明器具の「Smart Lighting Eco」をはじめ、

環境調和型商品の売り上げは、非常に伸びています。

当社はこれまで環境を旗印に挙げて、環境調和型商品

の開発や、地球環境に配慮した生産に取り組んできました。

現在、環境にまつわる目に見える収支は赤字ですが、そろ

そろ黒字に転換するでしょう。

全社員が一丸となって環境に取り組むことで、生産コス

トを下げ、売れる商品ができるという考え方ができつつあ

り、その手応えを十分に感じています。

ですから、環境対策はコストではなく、投資です。おそ

らく環境対策をしない企業は、3～5年後には社会からはじ

かれてしまうでしょう。環境に取り組まなければリスクで

すが、逆に取り組めば、必ず利益が生まれます。

【聞き手】三井住友フィナンシャルグループ広報部長　松橋　禎
日本総合研究所上席主任研究員 足達　英一郎
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去る3月10日と11日に、三井住友フィナンシャルグループとしては

3回目となる「環境セミナー」を開催いたしました。

今回は、「気候変動とファイナンス」をテーマに各界から講師をお招きし、

さまざまな視点や最新の動向などをご講演いただきました。

今号では、2日間にわたるその内容を抜粋しながら、

気候変動に関するファイナンスのこれからについて探っていきます。

■環境セミナーで実施したプログラム

セミナーで挨拶に立つ
SMFG取締役副社長　北山禎介

気候変動とファイナンス

特

集

概要

このセミナーは、三井住友フィナンシャルグループ（以下、SMFG）傘下の4社

（三井住友銀行、三井住友カード、三井住友銀リース、日本総合研究所）が連携し、

開催しているものです。今回のセミナーは、「気候変動とファイナンス」をテーマ

として、各界の講師をお招きし、ご講演いただきました。

SMFG取締役副社長である北山による挨拶の後、2日間にわたるセミナーがス

タートし、講師の方々からは進行中の取り組み事例のご紹介や、気候変動問題

における新たな視点などをご披露いただきました。

各講演後の質疑応答の場面では、会場から多くのご質問をいただき、お客さ

まの気候変動問題に対する関心の高さがうかがえたセミナーとなりました。

1日目　2005年3月10日�

2日目　2005年3月11日�

講演テーマ�

【基調講演】気候変動とファイナンス�

【講演】気候変動第2ステップへ ～京都議定書発効と「地球温暖化防止大綱」～�

【パネル討論】気候変動と金融業の役割�

�

�

�

�

�

講演テーマ�

◆グローバルセッション�

【基調講演】グローバル気候変動ビジネスとカーボンファイナンス�

【グローバル・ラウンドテーブル】気候変動とファイナンス�

【ラウンド1】EUの中長期温暖化対策戦略�

【ラウンド2】欧州での気候変動対策とファイナンス�

【ラウンド3】途上国の自然エネルギー～特に中国�

【ラウンド4】自然エネルギーファイナンス�

◆気候変動問題へのジャパン・ソリューション�

【基調講演】新エネルギー産業ビジョンと今後の新エネルギー対策について�

【講演1】東京都の地球温暖化対策と都市環境の再生�

【講演2】排出権獲得プロジェクトの現状と課題�

【講演3】これからの気候変動ソリューション�

�

講師�

植田和弘氏（京都大学大学院教授）�

小笠原靖氏（環境省地球温暖化対策課長補佐）�

【パネラー】　植田和弘氏（京都大学大学院教授）�

鮎川ゆりか氏（WWFジャパン シニアオフィサー）�

末吉竹二郎氏（UNEP FI 特別アドバイザ）�

饗場崇夫氏（日本政策投資銀行調査役）�

【コーディネーター】　飯田哲也（日本総合研究所）�

�

講師�

�

James Cameron氏（英国 Climate Change Capital）�

【コーディネーター】　飯田哲也（日本総合研究所）�

松下和夫氏（京都大学大学院教授）�

John. R. Kessels氏（オランダ ECN）�

Alex Westlake氏（中国 ClearWorld Energy）�

村上芽（日本総合研究所）�

�

荒木由季子氏（経済産業省新エネルギー対策課長）�

千葉稔子氏（東京都環境局次席）�

山本隆三氏（住友商事地球環境部長）�

三木優（日本総合研究所）�

あいば�

三井住友フィナンシャルグループ
「環境セミナー」

第3回
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気候変動は
目前に迫った危機

世界各国の研究者が集まる「気候

変動に関する政府間パネル（IPCC）」

が2001年に公表した報告書では、

2100年までに地球の平均気温は最大

で5.8℃上昇すると指摘している。

WWFジャパンの鮎川ゆりか氏は、

2005年1月に発表した報告（WWFイ

ンターナショナル）を引用し、「平均気

温2℃の上昇が2026～2060年の間に

もたらされるかもしれない」と言う。

鮎川氏の発言を裏付けるかのよう

に、現在、世界中で気候変動の影響

が表れている。たとえば、南太平洋

にあるツバルやキリバスなどの国々

では海面が上昇し、国土が海水に浸

食されている。

また、日本でも2004年は各地で最

高気温の記録が塗り変えられた。東

京都環境局の千葉稔子氏は「ここ数

十年で世界の平均気温が1.5℃上昇

する中で、東京都の平均気温は3℃

も上昇している」と話す。

地球温暖化は未来の話ではなく、

すでに進行している現在の問題なの

である。

取り組みが
本格化するまでの道程

1992年、ブラジルのリオデジャネ

イロで開催された国連環境開発会議

（地球サミット）で、地球環境の保護

が人類共通の課題とされた。同時に、

大気中の温室効果ガスの濃度を安定

化させ、将来の気候を保護する目的

で「気候変動枠組条約」が採択され、

日本を含む188カ国及びEUが締結し

ている（2004年5月現在）。

1996年には、気候変動枠組条約第

3回締約国会議（COP3）が京都で開

催され、先進国が削減すべき温室効

果ガスの具体的な数値目標やその達

成のための施策「京都メカニズム」な

どを定めた「京都議定書」が合意さ

れた（図表1）。

2001年、アメリカは自国の経済へ

の影響を理由に京都議定書から離脱

した。これにより、議定書の意義が

問われ、その発効も危ぶまれた。し

かし、2004年11月にロシアが批准し

たことで、京都議定書は2005年2月16

日にようやく発効した。これにより、

批准国の気候変動問題への取り組み

がようやく本格化しはじめている。

世界的な気候変動抑制への動きを

受けて、金融業界でもUNEP（国連

環境計画）を基点として、欧米の金融

機関が集まり、UNEP FI（国連環境

計画・金融イニシアティブ）をスター

トさせた。

2003年には、「Sustaining Value

（金融が持続可能な社会と価値の実

現に向けて果たす役割）」をテーマ

に、UNEP FI東京会議を開催。環境

保全や持続的発展に資する事業を積

極的に選択し、投融資していくとい

う「東京原則」を採択した。現在、

UNEP FIには約240社が参加してお

り、そのうち日本の金融機関は16社

に上る。

2004年、アルゼンチンのブエノスアイ

レスで開かれた気候変動枠組条約第

10回締約国会議では、自然災害に伴

う保険会社の支払い額が2004年1月

からの10カ月間だけで350億ドル（約

3兆6,750億円）に上り、2003年の160

億（約1兆6,800億円）の2倍以上にな

ることが発表された。今後も気候変

動が続けば、金融業界に与える影響

は、さらに増大することになるだろう。

1.気候変動はあらゆる分野に影響を及ぼす

■図表1 京都議定書の概要（詳細は環境省、または外務省のWebサイトをご覧下さい）

内容

・先進国の温室効果ガス排出量について、法的拘束力のある数値目標を

各国ごとに設定。

・国際的に協調して、目標を達成するための仕組みを導入（排出量取引、

クリーン開発メカニズム、共同実施など）。

・途上国に対しては、数値目標などの義務は導入せず。

京都議定書の発効要件

以下の2つの条件を満たすことを発効要件として規定。

（1）55カ国以上の批准

（2）批准した先進国の1990年におけるCO2排出量の合計が、同年におけ

る全先進国のCO2の総排出量の55％を超えること

数値目標

対象ガス：CO2、CH4、N2O、代替フロン等（HFC、PFC、SF6）

吸 収 源：森林等の吸収源による温室効果ガス吸収量を算入（植林な

どによる吸収分を算入できる）

基 準 年：1990年（代替フロン等は、1995年を基準年にしてもよい）

目標期間：2008～2012年の5年間

目 標：各国ごとの目標は、米国－7％、EU－8％など（先進国で少な

くとも5％削減を目指す）

日本の目標：2008～2012年の5年間の平均温室効果ガス排出量を1990年

比で6％削減する

京都議定書の締結国

140カ国及びEU（2005年2月）

金融業界にとっても
大きなリスクに
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クリーン開発メカニズム（CDM）�
（京都議定書12条）�

先進国と途上国が共同で事業を実施し、
その削減分を投資国（先進国）が自国の
目標達成に利用できる制度�

※2000年以降の削減量について�
　クレジットが発生�

先進国Ａ�
資金・技術�

途上国Ｂ�

共同の削減�
プロジェクト�

削減量�削減量�

共同実施（JI）�
（京都議定書6条）�

先進国同士が共同で事業を実施し、その
削減分を投資国が自国の目標達成に利
用できる制度�

先進国Ａ�
資金・技術�

先進国Ｂ�

共同の削減�
プロジェクト�

削減量�削減量�

排出量取引�
（京都議定書17条）�

各国の削減目標達成のため、先進国同
士が排出量を売買する制度�

代金�
先進国Ａ�

排出割当量�

先進国Ｂ�

目
標
以
上
の�

削
減
量�

第3回 三井住友フィナンシャルグループ「環境セミナー」

気候変動とファイナンス集特

世界をリードする
EU諸国

世界各国が気候変動対策に動く

中、EUは2005年1月にCO2排出権取

引市場をスタートさせており、積極

的な姿勢が目立つ。

排出権取引とは、京都メカニズム

にある温室効果ガス排出削減方法の

1つである（図表2）。たとえば、ある

国が削減目標以上に削減した場合、

余った削減量を他国に売ることがで

きる制度だ。

排出権を獲得する仕組みとして

は、先進国と途上国が共同で温暖化

ガス削減につながる事業を実施し、

その削減量を投資国である先進国の

目標達成に組み入れることができる

クリーン開発メカニズム（CDM※1）や

その削減事業を先進国同士で行う共

同実施（JI※2）がある。

排出権自体は企業間を中心にすで

に取引実績が発生しており、オラン

ダで持続可能エネルギーに関する調

査や政策研究を行っているECNの

John. R. Kessels氏は、2004年度の

EU域内において、3億6,000万ユーロ

（約504億円※3）規模の取引が行われ

ているという。

京都大学の松下和夫教授によれ

ば、「EU各国は、2050年を目標に、

温室効果ガスを45～80％削減する国

家レベルの中長期計画を相次いで発

表している」と話す。さらに、京都議

定書以降の枠組みについて、アメリ

カや途上国にも削減義務を広げるべ

く、イギリスをはじめとする、EU主

要国が交渉を始めている。

※1 Clean Development mechanism

※2 Joint Implementation

※3 1ユーロ＝約140円で計算した場合

アメリカは
独自の取り組みを推進

京都議定書から離脱したアメリカ

は、独自の方法で排出削減に取り組

む方針を打ち出している。それが

2002年に発表した地球気候変動戦略

である。この戦略によれば、2002年

のGDP当たりの温室効果ガスを削減

するものであり、経済成長が続けば、

総量としての温室効果ガス排出量は

増加することを許容している。

また、気候変動に関する技術開発

を世界的に推進する多国間会議を主

催したり、国内の温室効果ガス排出

量を削減するための税優遇措置を準

備するなど、気候変動対策を放棄し

たわけではない。だが、松下氏は「こ

の戦略は経済成長と拡大が前提と

なっており、環境対策は二次的な考

え方になっている」と指摘する。

中国で眠る再生可能
エネルギー市場は膨大

京都議定書では、アメリカに次い

で温室効果ガス排出量が多い中国や

インドなどは途上国として削減目標

が免除されている。しかし、地球規

模から見た場合、途上国の排出削減

は重要な問題である。

中国で再生可能エネルギーの普

及・開発活動を行っているCl e a r

World EnergyのAlex Westlake氏

によると、中国当局での統計では、

2003年のエネルギー消費量が石炭換

算で16億8,000万トンに上るという。

また、エネルギー効率については、

世界平均と比べて約10％も低い、

32％というデータも公表された。さ

らに地域格差が大きく、2001年末に

おいて、670万世帯、3,000万人以上

が電気のない生活を送っていると

いう。

そうした中で、中国政府は、2005

年2月に再生可能エネルギーの開

発・利用を促進する「再生可能エネ

ルギー法」を採択し、2006年1月から

施行する。これにより、「中国での再

生可能エネルギーの開発・利用に対

する資金供給源としてのファイナンス

に期待が高まっている」とWestlake

氏は話す。

2.大きな差が出た各国の気候変動対策

■図表2 京都メカニズム
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1,200

1,100

1,300

1,400
（100万トンCO2）�

基準年排出量�
（原則1990年）�

12億3,700万トン�

13億3,600万トン�

14％の�
削減が�
必要�

11億6,300万トン�

2003年度�
排出量�

京都議定書削減約束�
（2008～2012年）�

8％�

－6％�

さらに厳しさを増す
産業部門への負担

気候変動問題を考える上で、世界

各国の取り組みを見ると、京都メカ

ニズムの利用や再生エネルギーの拡

大などがキーワードとなっている。

それでは、日本はどのような取り組み

を進めているのだろうか。

京都議定書発効により、日本は

2012年までに温室効果ガス排出量を

1990年比で6％削減しなければなら

ない（図表3）。2003年度時点で、す

でに1990年比8％増加しており、実際

には14％の削減が求められている。

現在、地球温暖化対策推進大綱によ

る取り組みを進めているが、2005年

2月末に環境省の中央環境審議会が

行った大綱見直しに関する答申によ

れば、2010年でも1.6％ほどしか削減

できないことがわかってきた。

そのため、政府は追加対策として、

「京都議定書目標達成計画」の策定を

進めている（図表4）。それは、まず、

国際的に認められた森林吸収源で

3.9％分の削減量を相殺し、代替フロ

ン、メタン等の温室効果ガスを最大

1.7％抑制する。エネルギー消費を起

源とするCO2排出量を4.8％削減する

だけでなく、補足的な京都メカニズ

ムで1.6％の削減を目指すというもの

だ。これらを合計すると、2010年に

は、1990年度比12％削減というこ

とになる。

さらに、新目標では、エネルギー

を起源とするCO2排出量を4.8％削

減するために、特に産業部門には、

1990年比で8.6％の削減を求めて

いる。

環境省が考える
新しい「4つの施策」

経産省は再生可能エネルギー
の経済効果に期待

環境省では、目標達成計画の策定

にあたり、新たに4つの施策を考えて

いる。1つ目は、事業者からの温室効

果ガス排出量算定・報告・公表制度で

ある。環境省の地球環境局地球温暖

化対策課の小笠原靖氏が「PRTRの

温室効果ガス版」と話すように、一定

以上のCO2排出量がある事業者はそ

の排出量を算定し、国に届け出るこ

とを義務づける。そして、国はデー

タを集計し、公表することによって、

排出削減を強化させたい考えだ。

2つ目は、自主参加型国内排出量取

引制度である。これは、意欲的な温

室効果ガス削減目標を設定した企業

に補助金を交付し、その企業に排出

量を効率よく削減してもらおうというも

のだ。もし削減目標を達成できない

場合は、補助金の返還を求められる。

3つ目は、環境税であるが、これは

まだ先が見えない状態である。最後

は、京都メカニズムに関するプロジェ

クトへの補助の実施とクレジット政府

調達制度の導入である。

■図表3 日本の温室効果ガス排出量と削減目標

3.増加する排出量、遅れる日本の施策

2003年度�
排出量� 森林吸収源�

3.9％�

2003年度�
排出量�

▲0.02％�

+19.5％�

+32.9％�

▲7％�

17％�

▲2％�

▲8.6％�

15.1％�

10.7％�

現大綱�
目標� 新目標�

京都メカニズム�
1.6％�

エネルギー起源�
CO2�
4.8％�

代替フロン1.3％�
メタン等0.4％�

基準年比�
±0

－6％�

産
業�

運
輸�

民
生（
家
庭
、オ
フ
ィ
ス
）�

追加対策の削減量� 1990年度比CO2排出量�

■図表4 政府が考える追加対策と新目標

経済産業省では、エネルギー起源

によるCO2排出を削減するため、再

生可能エネルギーの導入を進めてき

た。現在、日本は太陽光発電の導入

量では860MWで世界一である。し

かし、風力発電においては、国土が

狭く適地が限られているため、67.8

万kWにとどまっている。これは、風

力発電で先行するドイツの20分の1

である。これからの日本における再

生可能エネルギー市場は、経済産業

省の資源エネルギー庁新エネルギー

対策課の荒木由季子氏が言うよう

に、再生可能エネルギーの中でもバ

イオマス発電が主体になる可能性が

ある。

また、再生可能エネルギーを導入

する事業者が増えることで、再生可

能エネルギーが産業として、新たな

ビジネスモデルを形成することが期

待されている。たとえば、ある地域

において、いくつかの再生可能エネ

ルギーを組み合わせて地域の電力を

まかなうビジネスや電力会社を介さ

ず、再生可能エネルギーを直接電力
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省エネビジネス 拡大プロジェクト�
ESCOなど省エネ事業者登録紹介制度の創設�

環境金融プロジェクト�
金融機関における環境配慮行動を推進�

環境物流プロジェクト�
事業者との協働による物流の効率化を促進�

再生可能エネルギー導入拡大プロジェクト�
電気のグリーン購入の呼びかけや�
再生可能エネルギーの普及を促進�

キッズ向け環境教育プロジェクト�
企業・NPO・自治体の協働による環境教育を実施�

コンビニ等 省エネ推進プロジェクト�
コンビニ等で省エネ対策を推進�

官民の垣根を取り払った
東京都の施策

CDM・JI事業は
リスク削減が最大の課題

■図表5 再生可能エネルギー産業の見通し

■図表6 東京都による企業等との連携プロジェクト ■図表7 CDMのプロジェクトフロー

需要者に供給するビジネスが考えら

れている。

そのためには、再生可能エネル

ギー事業が産業として成り立つ体制

づくりや需要の創出、金融機関が融

資しやすい環境を整えることなど、

クリアすべき課題はたくさんある。しか

し、2030年には再生可能エネルギー

産業の市場規模が約3兆円、雇用規

模が約31万人に拡大するとの経済産

業省の見通しがあることからも、そ

の拡大に期待がかかる（図表5）。

また、東京都ではディーゼル車の

排ガス規制をはじめ、国に先駆けて

環境対策を推進している。現在、東

京都が力を入れている施策として、

「環境確保条例の改正」と「企業等と

の連携プロジェクト」がある（図表6）。

「環境確保条例の改正」では、大

規模事業者のCO2排出を削減する取

り組みや大規模建築物の建設に当

たって、環境配慮事項にヒートアイラ

ンド対策を追加させるなど、温暖化

防止に向けて取り組んでいる。

「企業等との連携プロジェクト」で

は、省エネビジネス拡大プロジェクト

や再生可能エネルギー導入拡大プロ

ジェクトなどが考えられている。その

中でも、環境金融プロジェクトは、金

融機関の経営方針に「環境」を盛り

込んでもらい、一般や企業向けに環

境保護に貢献する金融商品の開発を

促すというものだ。

ユニークなプロジェクトとしては、

東京都、TOKYOFM、オメガが協力

して、毎週のCO2濃度を放送する「オ

メガ CO2ウィークリーリポート」とい

う番組がある。東京都はこの番組に、

東京都環境科学研究所で測定した

CO2濃度のデータを提供している。

千葉氏は「今後も他業種であって

も、いい企画であれば金融機関との

マッチングもコーディネートしていき

たい」と言う。

住友商事株式会社はCDM・JI事業

に積極的に取り組み、実績を重ねて

いる。CDM事業ではインドでフロン

類回収・破壊、JI事業ではロシアで

ガスパイプラインの改修などに取り

組んでいる。また、インドでのCDM

事業は日本企業として初めて国連に

登録したものであり、その削減量は

CO2換算で年間約338万トン、世界最

大規模を誇る。

同社の地球環境部の山本隆三氏

は、「プロジェクトの実施に当たり、

リスクとリターンの関係を検討しな

ければならない」と語る。

CDM・JI事業には通常の事業と同

じ事業リスクに加えて、排出権を実

際に獲得できるかというリスクも存在

する。それは、承認プロセスの手続

き上のリスクや排出権の確立・販売

にかかわるリスクである（図表7）。

CDM・JI事業に積極的なブラジルや

インドのような国もあれば、中国のよ

うにプロジェクトで得た排出権に課

税しようとする国もあり、国によって、

CDM・JI事業への対応には温度差が

存在する。また、将来的に排出権の

買い手がどの程度存在するのか、京

都議定書以後、2012年以降の方向性

が全く決まっていない不透明さもリ

スクといえる。

このように、CDM・JI事業は多く

0
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第3回 三井住友フィナンシャルグループ「環境セミナー」

気候変動とファイナンス集特
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電力部門のエネルギー転換が
ターニングポイント

志ある企業を評価し
活性化させるための金融

「気候変動への取り組みを本格化

させるには、経済社会の血液である

『金融』が動かなければならない」。

京都大学の植田和弘教授の言葉

が気候変動と金融との関わりを端的

に示しているように、金融がすべき

ことは大きい。

日本では、これまで社会インフラを

整えるために、政府からの公的資金

が大きな役割を果たしてきたが、財

政再建のため、その役割は縮小す

る傾向にある。そこで、民間の金融

機関の役割が大きくなりつつあると

いう。

「環境は価格のつかない価値物で

す。金融機関には企業の環境配慮が

評価される仕組みをどのように組み

込んでいくのかという視点が必要に

なってきます」。

金融機関には、気候変動という先

行きが「不確定」で、かつ長期的な問

題に対して、すべての人々が参加で

きる仕組みづくりを後押しすることが

求められている。

21兆ドルに達する
巨大プロジェクト、CDP

環境NGO・NPOは、いち早く国や

企業などでの気候変動への取り組み

が進むように後押ししてきた。

WWFでは、世界の産業部門別の

CO2排出量の中で、パワーセクター、

つまり電力部門が全体の約4割を占

めていることから、石炭・石油ガス

などの化石燃料からクリーンな再生

可能エネルギーへの転換を促す「パ

ワー・スイッチ・キャンペーン」をはじ

めた（図表8）。

WWFジャパンの鮎川氏は、京都

議定書は炭素排出をコストにした画

期的な条約であると評価する。

「炭素排出がコスト化することに

よって、発電コストや電力卸売価格

に重大な影響が出るが、逆に電力会

社が化石燃料から再生可能エネル

ギーへ転換すれば、大きな利益を得

られる」と言う。

すでにドイツやアメリカではWWF

の提言に賛同する電力会社も現れて

きており、今後、こうした電力会社の

ような動きが増えることで、気候変

動対策は大きなターニングポイントを

迎えるかもしれない。

■図表8 世界の部門別CO2排出量

4.政府・企業・金融が連動する仕組みの早期構築を

世界の金融機関の気候変動への

取り組みを牽引するUNEP FIの特

別アドバイザである末吉竹二郎氏

は、気候変動問題は金融機関にとっ

て、大きな「リスク」である反面、「チャ

ンス」と捉えることもできるという。

「新しい資金需要や金融商品・サー

ビスなど、フィナシャル・ソリューショ

ンを提供する格好の場でもある」と

語る。

UNEP FIでは、気候変動ワーキン

ググループを組織し、金融機関の役

割などを探っている。こうした動きは

機関投資家の間でもみられる。

具体的な取り組みとしては、2003

年にはじまった「カーボン・ディスク

ロジャー・プロジェクト（CDP）」があ

る。これは、FTSE Index500（世界

の株式時価総額上位500社）に組み込

まれている500社に気候変動対策に

「ビジネスに結びつける」
ことが重要

のリスクを抱えているが、気候変動

対策や国際貢献という面から見て

も、そのもたらす効果は大きい。企

業がCDM・JI事業に取り組みやすく

する仕組みづくりが求められる。

日本をはじめ、世界各国で再生可

能エネルギーの利用に向けた研究や

プロジェクトが盛んになっている。

しかし、日本総合研究所の村上芽

は、日本の資源エネルギー庁のデー

タをもとに、再生可能エネルギーの

利用拡大についての問題点を提示し

た。1つは、RPS法の購入義務量が、

逆に事実上の上限となり、再生可能エ

ネルギーの拡大を妨げていること。

もう1つは、世界一の生産量・設置基

数を誇る太陽光発電も国からの設置

補助金が廃止されることから、今後

の拡大に影響が出ると予測する。

そのため、再生可能エネルギーの

拡大の条件として、「儲かる市場にな

ること」「事業のリスクが小さくなるこ

と」「投資することで、CSRのような

非財務的な評価につながる価値基準

が社会的に認められること」を挙げ

ている。

出典：CO2 Emissions from Fuel Combustion �
1971-2002, IEA2004

電気・熱�
供給事業者�
35％�

自家発電�
 4％�

その他�
エネルギー産業�

5％�

製造業・建設業�
 17％�

運輸業�
23％�

国際海運燃料�
2％�

国際航空燃料�
1％�

その他�
13％�
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企業間の連携を
金融がサポート

政策・企業・金融の
一体化が利益を生む

関する情報開示を求めるものであ

る。たとえば、CO2排出量を測定し

ているか、削減目標を立てているか

といった9項目の質問状を送り、その

結果を公表。今後の融資に反映させ

ようというのが狙いだ。

このプロジェクトに参加する金融

機関は2005年1月に140社を超え、そ

の運用資産は21兆ドルに拡大してい

る。これは、アメリカ、EU、日本の

GDPの合計に匹敵する。

そして、質問状への企業の回答率

も年々上昇しており、このプロジェク

トによって、産業界の気候変動に対

する認識も大きく変わりつつある。

日本政策投資銀行の社会環境部グ

ループ政策企画部の饗場崇夫氏も、

日本にとって、気候変動はリスクと

チャンスの両面があるという。

リスクとしては、京都議定書の発

効により、日本は削減義務が発生し

たが、中国をはじめとする日本の貿

易パートナーには削減義務がないこ

と。これにより、日本の製品価格だけ

が上昇し、市場での競争力を削がれ

る可能性がある。

こういったリスクを考慮した上で、

日本が京都議定書での削減義務を達

成した場合、その経験を活かして、

日本が2012年以降の国際的な枠組み

づくりでリーダーシップを発揮する

チャンスが出てくる。

そこで、金融機関に求められてい

るのは、気候変動への取り組みを

行っている企業に対して正当に評価

する仕組みの構築、そうした企業へ

の支援である。また、長期的な投資

が必要な再生可能エネルギーのイン

フラ整備などは、安心して事業に臨

める投資環境や効率性のバランスを

取ることなども求められる。

こうした対策を進める一環として、

日本政策投資銀行と国際協力銀行が

中心となり、民間企業31社も参加す

る日本温暖化ガス削減基金（JGHF）

が立ち上がった。大口5社とともに、

日本カーボンファイナンス株式会社

（JCF）を設立。JGHFがJCFを通じ

て、CDMやJIプロジェクトに分散投

資し、そこで削減量の効率的な共同

買い付けと、プロジェクトの育成も目

指す。このように金融機関の協力が

取り組みを進める大きな原動力とな

るのだ。

気候変動とエネルギー安全保障に

焦点をあてた専門的な投資銀行グ

ループである Climate Change

CapitalのJames Cameron氏は、気

候変動をこのまま放置した場合、将

来の対策コストが膨大になることは

目に見えていると警告する。

「今から対策を打つことで、将来

想定されるコストよりも安くできるこ

とに目を向けるべきだ」と話す。

また、京都メカニズムの利用や再

生可能エネルギーの拡大などは、政

府が一貫した政策を提示し、その政

策と技術、ファイナンスが結びつく仕

組みを考えるべきだとした。たとえ

ば、再生可能エネルギーの拡大に投

資することで、投資家に経済的な利

益が生まれるというものである。

さらに、Cameron氏は「CO2が世

界の通貨となりえる」とし、世界各国

で成長している排出権取引市場に期

待を寄せる。

気候変動問題をきっかけに
金融が持続可能な社会を支える

日本総合研究所の飯田哲也は、

「気候変動がどうなるかわからない

という不確定、不透明な中で、世界

は低炭素社会に向けて、素早く激し

く変化している」と力を込める。

また、同研究所の三木優は「気候

変動問題により、世界が持続可能な

発展に向かいつつある」と話す。

今、世界は持続可能な社会の構築

に向けて、大きく動き出した。

政府は、京都メカニズムの利用や

再生可能エネルギーの拡大がビジネ

スとして機能する仕組みづくりを進め

る。企業は、自社の温室効果ガス排

出量の削減に取り組むことはもちろ

ん、近年増え続ける民生部門におい

ても温室効果ガス排出削減への意識

づけなどを行い、取り組みに巻き込

んでいく。金融機関は、これらの取

り組みをファイナンスで支援する。さ

らに、これらが結びつくことで、気候

変動問題に対してより大きな力を発

揮できるのではないだろうか。ファ

イナンスが持続可能な社会を構築す

る力になると期待したい。

第3回 三井住友フィナンシャルグループ「環境セミナー」

気候変動とファイナンス集特
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わかりやすさと使いやすさを徹底し、
参加したくなる環境サイトへ

節水効果の高いウォシュレットやお湯が冷めにくい魔法びん浴槽など、環境配慮型の製品を次々と発表する東陶

機器（TOTO）。エコプロダクツ大賞や第15回省エネ大賞「経済産業大臣賞」の獲得など、製品への評価は高い。

また、1988年の環境管理部設置をはじめ、環境保全活動にも早くから取り組んでいる。「水」をテーマに、消費者

とのコミュニケーションを深める場としての役割を担う同社のサイトは、2003年から2年連続で環境goo大賞を

受賞するなど成果も出ている。わかりやすさと使いやすさを徹底したサイトから、TOTOが行っている環境活動

について考える。

「TOTO KIDS エコ研究所」は、子

どもにとってのエコとは何かを考えた

TOTOとしての1つの結論である。

サイトは、「水のエコロジークイズ」

「節水チェッカー」「エコのヒント」の3

部構成から成り、子どもたちがサイ

ト上で体験をしながら、節水や節電

などの暮らしの知恵を学んでいくも

のである。「環境で楽しく遊ぶ」のコ

ンセプトを見事に表現している。

サイト立ち上げにかかわった

TOTOのCSR企画部・青野拓氏（当

時・商品企画グループ）は、準備段階

で、企画書を小学校に持参し、先生

らにヒアリングを行ったという。先生

からは、「子どもたちにいきなり難し

い話をしても伝わらない。子どもた

ちの理解度に学年ごとなどで差が出

ないようにしてほしい」などの意見を

もらうことができた。できあがったサ

イトでは、数値類を可能な限りイラス

トや身近な例に置き換えるなど、子

どもたちが容易に理解できるように

工夫されている。

また、他企業との差別化も図った。

通常、サイトには工場見学やワーク

ショップへの導入の役割だけを持た

せる企業が多いが、TOTOのサイト

では子どもたちの知識をサイト上で

一度完結させているのも特徴の1つ。

「子どもたちが身近にできるエコ」を

徹底させるため、サイトでの内容は

普段の生活にそのまま持ち込める仕

組みになっている。これらの点が評

価され、2003年の環境goo大賞にお

いて「環境教育支援部門」の受賞へ

とつながった。

「わいわいラボ」（掲示板）「リモデル

でエコノミー＆エコロジー」（TOTO

製品の環境貢献度チェック）などで構

成されている。

「エコロジーアンケート広場」にお

いては、普段の暮らしの中でユー

ザー自らが考えたテクニックを競い

合う「節水アイデアコンテスト」の開

催や、お風呂に関するお得な情報を

アンケートとともに知らせる「バスタイ

ムアンケート」の実施など、サイトに

は、ユーザーから意見を発信しやす

いように工夫が凝らされている。

節水アイデアコンテストには、一般

の人たちから約1,200件もの応募が

あったという。「電動アシスト自転車

や空気清浄機、有機野菜の詰め合わ

せ、参加賞にウォッシュレットからリ

サイクルしたボールペンと、プレゼン

TOTOが出した結論。
「環境で楽しく遊ぶ」サイト

コミュニケーションを促進する
サイトづくり

「TOTO KIDS エコ研究所」。子どもたちの理
解度に差が出ないようにイラストを多く使い、
解説している

消費者とTOTOのコミュニケーショ

ンの場をつくる──。2003年11月に

オープンした「TOTOエコクラブ」。

こちらは、一般ユーザー向けサイトだ。

コンセプトは、「エコロジー＆エコノ

ミーをユーザーとともに考え、実現し

ていく」。「エコロジーアンケート広場」

File.01

TOTO

■環境コミュニケーションファイル
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「TOTOエコクラブ」は、積極的なオープンキャン
ペーンを行い、消費者との双方向性を高めた

関心の高い情報がすぐに見つけられるように構
成された「社会・環境活動」のサイト

エコクラブとともに、2004年の環境

goo大賞「環境コミュニケーション部

門」で表彰されたのが、TOTO「社

会・環境活動」サイトである。経済

面・社会面コンテンツを別々にして

情報発信していたそれまでのものか

ら、ステークホルダーごとに関心の

あるコンテンツへすぐに移れるように

内容が変更されている。

また、住宅メーカーや設備会社な

どの取引先への専門的な情報と一般

ユーザー向けの環境活動や製品紹

介を1つの画面にまとめ、社会環境活

動としての入り口を明快にしたこと

がポイントだ。

環境goo大賞で審査を担当した環

境プランナーの飯島ツトム氏は、「理

念からの一貫性、生活環境企業とし

になっている。

環境保全活動への取り組み開始も

早かった。1988年に環境管理部を設

置、1991年には全社的な活動として

「地球環境保全委員会」を発足させ

た。以来、第1～4次の「地球環境保

全行動計画」を策定してきた。現在

は、第5次（2004～2006年度）の行動

計画が進行している。

「社内での環境活動は、すでに一

巡していますが、継続的なレベルアッ

プに取り組んでいきます。また、今

後は社員一人ひとりの意識のいっそ

うの定着を図りたいと考えています」

と青野氏は、これからの取り組みに

ついて話す。

製品開発はもちろん、工場での生

産体制やグリーン購入の積極的な推

進など、従業員は日々の業務のあら

ゆる面で自然に環境を意識するよう

になってきているという。

第2ステージに入ったともいえる

TOTOの環境への取り組み。今後は、

生活者の視点に立つことにさらに重

きを置き、新たな課題を多くのステー

クホルダーとのコミュニケーションの

中から発見し、改善していくことが

大切になってくる。TOTOの活動にお

いて、サイトが果たす役割は、今後

ますます大きくなっていくだろう。

※廃棄物の発生抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、
再生利用（Recycle）の3つの「R」の総称。

ステークホルダーのニーズに
配慮し、環境goo大賞を連続受賞

第2期に入った環境活動。
生活者視点がキーワードに

取材・文：中田幸宏
（トッパンエディトリアルコミュニケーションズ株式会社）

出典：環境goo（エヌ・ティ・ティレゾナント）

TOTOは、「生活環境企業。TOTO」

をコーポレートメッセージとして掲げ

ている。トイレやお風呂など、水回り

関連事業を中核とする企業として、

節水・節電に優れた環境配慮商品の

開発に力を入れている。

すでに、環境配慮商品の開発は、

自社基準である「エコ商品認定制度」

で97％（2003年度実績）の達成率と

なっている。エコ商品認定制度とは、

商品企画の際、CO2の排出や省エネ

ルギー、3R※への対応という項目ご

とに環境対応がどの程度アップして

いるかを評価するもの。一定以上の

点数を得られなければ、「TOTO エ

コ商品」として認定されない仕組み

トを弾んだからでしょうか、想像以上

の参加者でした」と振り返る青野氏。

電気などに比べると効果が見えにく

い節水に対して多くの参加者を得た

ことは、環境活動の中心に「水」を据

えてきた自社の取り組みに対して自

信を深めることもできたという。

わかりやすさという点においては、

TOTO KIDS エコ研究所での経験が

役に立った。TOTOエコクラブでも

イラスト類を多用し、画面を開くと必

要な情報がスムーズに目に飛び込んで

くるようにつくられている。「わかりや

すさに、大人も子どももありません」。

ての文化の構築がバランスよく整理

されており、生活者にとってのエコが

明確に伝わってきます」とコメントを

寄せている。

企業の情報開示が求められる中

で、どのようにすれば一般の人たち

に伝わるのか。現在、多くの企業が

悩んでいる課題に対して、TOTOが

出した答えがこのサイトであった。

報告書と内容を連動させ、その編集

段階で、必要な情報を整理し、わか

りやすく伝える「編集力」が成功の決

め手となった。今後は、サイトと報告

書の連動性を高めていくことで、さら

に情報の整理を進めていくことも考

えているという。



太陽エネルギーは、太陽が天頂に

あるとき、1m2当たり約1kWのエネル

ギーが降り注いでいる。数値ではピ

ンとこないが、地球全体に降り注ぐ

太陽エネルギーを100％変換できる

なら、世界の年間消費エネルギーを

わずか１時間でまかなうことができ

るほどだといわれている（太陽光発

電協会 http://www.jpea.gr.jp）。ま

さに無尽蔵の自然エネルギーなのだ

が、われわれ人類はその資源を有効

に利用しきれていない。

太陽電池は太陽から降り注ぐ光の

エネルギーを電力に変換して利用す

る。太陽電池の発電能力は、半導体

である太陽電池セルとそれを組み合

わせたモジュール全体で、光の入射

角が90°のとき、単位面積当たりどの

程度の太陽エネルギーを電力に変換

できたかという変換効率で表され

る。現在、この変換効率は多結晶型

で15％前後が最高である。

しかし、1日の中で日光の入射角は

球状太陽電池を開発したのは、京

都にある京セミ株式会社である。

1980年に設立された若い会社だが、

光通信用受光素子や紙幣の識別用

センサで高い技術力と市場シェアを

誇っている。同社の中田仗祐社長は、

会社を設立する前はメーカーでダイ

オードの研究を行っていた。当時か

ら漠然と「球は良い」というイメージ

を持っていたという。

きっかけは1989年、北海道の上砂

川町に工場を作ったことにはじまる。

当時、上砂川町には炭鉱跡を利用し

た国の「地下無重力実験センター

（JAMIC）」という施設があった。こ

れは710mの縦坑で実験装置を組み

込んだカプセルを落下させることで、

10秒間、無重力を作り出すものだ。

上砂川町が地元企業に対してこの施

設の利用に補助を行ったことで、中

田社長は以前から構想していた球状

半導体に取り組むことになった。

無重力状態で材料のシリコン片に

プラズマの超高温を加えると、溶融

したシリコンは球形になり、固めると

球状の単結晶シリコンにすることに

成功した。工業的には、12mの高さか

ら落下させて1.5秒の無重力を得る

ことで0.5～2mm程度の球状シリコン

を連続的に製造する方法を開発した。

球状シリコンはそのままでは太陽

電池の役割を成さない。ガスを利用

した表面処理でシリコン表面を改

質、酸化させ、必要なn型シリコン層
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2次元から3次元への飛躍。球状太陽電池
日本は世界一の太陽電池大国だ。それでも太陽光発電の1次電源比率は0.1％にも満たない。

未来に向けて、太陽光発電普及にはコストダウンと発電効率アップ、用途拡大が欠かせない。

ここにきて、まったく新しい視点による太陽電池の製品化が進められている。

高い効率と幅広い用途拡大を可能にする、球状太陽電池を紹介する。

太陽エネルギーを
もっと活用するには

無重力から「球」を開発

先進環境技術紹介

Eco Frontiers

▲

■ 図表1 太陽電池と光の向きの関係 ■ 図表2 球状太陽電池セルの断面図

光 源� 光 源�

反射光も利用できる�

平面型の太陽電池� 球状太陽電池�

反射光は利用できない�

一定ではなく、大半の時間帯で太陽

電池は定格の能力を発揮できない

（図表1）。また、光というのは実験の

ように1つの光源から放たれ一方向

にだけ進むものではない。直射日光

が入っていない室内でも昼間は明る

いように、光はさまざまな方向に反

射・散乱している。こうしたさまざま

な方向から当たる光を、平面の太陽

電池では十分に利用することができ

ない。しかし、これを無駄なく発電

に利用できれば、光の利用効率（発

電量）は飛躍的に高まるだろう。そ

れを実現したのが、今回紹介する

「球状太陽電池」である（図表2）。

p型球状シリコン結晶

n+拡散層

p-n接合

反射防止膜
正電極

負電極
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2次元から3次元への飛躍

球状太陽電池の可能性

球状太陽電池は京セミの特許技術

であり、「スフェラー®」の名前で商品

化されている。単純に平面の太陽電

池に代替するだけでも高い能力を発

揮することができるが、現在は球状

であることの特徴を活かした分野を

中心に、さまざまな用途での活用を

試みている。

以前紹介した色素増感太陽電池の

ように、フィルム上の基板に並べて

「曲がる」太陽電池を作ることも可能

である（写真1）。しかも、技術的には

すでに確立した単結晶シリコンなの

で、いつでも製品化が可能である。

写真2は半球状のドームに球状太

陽電池を配置し、ドームの下部にセ

ンサー類や通信機器を組み込んだも

のである。太陽電池から電力を供給

して機器を動かすもので、電源のな

い地域でのモニタリングや各種制御

球状太陽電池がどのように優れて

いるか、実際のデータで見てみよう。

図表3に、同じ投影面積（上から見た

場合に占める面積が同じ）に配置し

た球状太陽電池と普通の平面の太陽

電池が、光源が移動するに従ってど

のように発電するかをグラフで示す。

これは、朝から夕方までの一日で発

電量がどのように変化するかという

風に考えることができる。一番低い

グラフが平面の太陽電池で、上の2

本のグラフが球状太陽電池だ。光源

の移動方向によって異なるが、一日

のどの時間帯を通じても、平面の太

陽電池より多く発電している。冒頭

でも説明しているが、球状というこ

とはどんな方向からの光も90°の角

度で受けることができ、発電ロスが

ない。実際には、並べている球状太

陽電池の影で吸収できていない部分

があるため、光源が傾くと発電量が

落ちるが、それでも平面の太陽電池

より発電量は20～30％多い。

これは、ある意味、革命的なこと

である。同じ方式で15％の効率を

17％にするのは容易なことではない

が、材料的には同じ単結晶シリコン

で、平面を球に変えるだけで20～

30％の発電量アップを実現するので

ある。

に利用できる。従来型の太陽電池で

もこうした機器は存在するが、より高

効率・長寿命な球状太陽電池を使用

することで、小型化・メンテナンスフ

リー化が可能になる。

また、窓ガラスに球状太陽電池を

組み込むことも考えられる。平面の

太陽電池では視界を完全にさえぎっ

てしまうが、球状太陽電池であれば、

ある程度の視界を確保しながら、発

電することができる。

最近の例としては、現在開催中の

愛・地球博のイベントで使われた携

帯レシーバー（Aimulet LA）に採用

された（写真3）。特定の電圧と電力

を発生させるために配列した数個の

球状太陽電池と極薄のスピーカーを

竹製の外板で挟んだものだ。この場

合の球状太陽電池は、特殊なコーティ

ングで赤外線だけを吸収するように

し、発信機からの赤外線で発電しつ

つ、赤外線で送られる情報を受信し

てスピーカーに送るレシーバーの役

割も果たしている。球状太陽電池が、

単なる発電装置だけではないことが

わかる。さまざまな可能性を持つで

あろう、この新しい太陽電池が広く

利用され、太陽エネルギーの有効利

用が進むことを大いに期待したい。

さらに、球状太陽電池の特性とし

て、球状の単結晶シリコンが平面の

単結晶シリコンに比べて劣化が少な

いということがある。つまり、長寿命と

いうことでもある。このことは、環境負

荷の面から見ても有利な要素になる。

■ 図表3 同じ投影面積における発電量比較

■ 図表4 スフェラー®製品開発例

と絶縁・反射防止膜を作り、球の上

下に端子をつけることで太陽電池セ

ルとなる。各端子を接続していけば、

簡単に直並列にすることができる。

球状太陽電池を平面型と同じ形に�
並べたものに対する光源の移動方向�

球状－光源90°移動�
球状－光源45°移動�
平面�

光源45°移動�

光源90°移動�

発電電力（mW）�
1,400�

1,200�

1,000�

800�

600�

400�

200�

0
20 40 60 80 100 120 140 160 入射角（°）�

入射角による影響（100cm2モジュール換算）�

写真1 「曲がる」太陽電池 写真2 ドーム型に配置したタイプ
写真3 Aimulet LA（側面に球
状太陽電池が配置されている）

©産業技術総合研究所

©YRPユビキタス・ネットワーキング研究所
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このように企業が抱える問題に対

し、1社で総合的にカバーできる点が

同社の最大の強みといえよう。また、

大沼氏は同社を支える要因として「地

域とのコミュニケーション」を挙げる。

同社は、年1回の地域住民への施設見

学会や小中高生を対象とした環境教育

などで年間5,000～6,000人の見学

を受け入れている。

「一般的にリサイクル施設は嫌われ

ます。そのため、地域の皆さまに事業

での環境配慮をご理解いただくことが

大切です」。

家電リサイクルでの高い実績や新た

な市場への挑戦の積み重ねが同社への

信頼となり、さらにその事業における

環境配慮を情報開示することで地域で

の信頼を高めるという、理想的な環境

経営となっている。

「当社の環境事業を拡大することが、

環境問題の改善や循環型社会の形成に

つながると考えています」と大沼氏。

今後、同社の成長が循環型社会を支え

る力となるだろう。

企業にとって、顧客の信頼こそ何よ

り得難い財産である。

東芝グループの株式会社テルムは、

「リサイクル」「エンジニアリング」「マ

ネジメント」の3分野で事業を展開する

総合環境ソリューション企業。同社は、

多くの企業が個々に抱える問題に即し

た的確なソリューションを提供し、高

い成果で信頼を得ている。

同社は、リサイクルという考え方が

まだ一般的ではなかった1961年に、

真空管などに使われている有用金属の

回収・販売という、まさにリサイクル

事業をスタートした。その後、1970

年の廃棄物処理法、1998年の家電リ

サイクル法などの制定に合わせて、事

業を拡大してきた。

現在、テレビ、エアコン、洗濯機な

どの処理能力は年間40万台強である

が、さらにこれまで扱っていない冷蔵

庫を加えることにより、家電4品目で

50万台強となる予定である。同社の

環境リサイクル本部の大沼副本部長は

「将来的には、2000年を基準とした環

境効率を、2010年までに2倍にする

というビジョンに向けて、取り組んで

いきたい」と意欲を見せる。

一般的に、企業は事業が1つ成功す

れば、その事業の規模を拡大するか、

もしくは事業自体を守ろうとする傾向

がある。だが、テルムは成功している

リサイクル事業の規模も拡大し、さら

に新市場の開拓に乗り出した。それが、

土壌や地下水の汚染分析、浄化などを

手掛ける環境エンジニアリング事業で

ある。

特に力を入れているのが、ダイオキ

シンによる汚染土壌を安全・低コスト

で浄化できる「ジオスチーム工法」であ

る。この工法は、これまで莫大な費用が

かかっていた浄化コストを、約10分の

1にできるという。国土交通省からも評

価技術の認定を受け、早ければ2005

年度にも実用化の見込みである。

このほかに、ISO14001・9001に

関するシステム構築・運営の支援を柱

に、豊富な経験や実務から得たノウハ

ウを活かした環境コンサルティングを

展開。海外も含めて環境設備での省エ

ネやCO2削減といった施設改善の提案

も行っている。

地道な実績の積み重ねが
信頼への近道

新市場を切り拓く
「攻め」の姿勢

企業の誠意ある取り組みは
事業で、地域で信頼を生む

廃家電のリサイクルライン 随時開催される施設見学

会社概要

：株式会社テルム

：神奈川県横浜市鶴見区
寛政町20-1

：045-510-6830

：5億円

：364名（2004年10月1日現在）

：環境リサイクル事業、
環境エンジニアリング事業、
環境マネジメント事業

：http://www.term-g.co.jp/

社 名

所 在 地

T E L

資 本 金

従 業 員 数

事 業 内 容

ホームページ

実績こそが、企業の信頼性を高める
株式会社テルム

リサイクルという考えすらなかった時代に、リサイクル事業で創業したテルム。
次々と事業を拡大し、総合環境ソリューション企業として循環型社会の形成を支える同社に、
これまでの成長過程や新たな取り組みについてお話を伺った。

Ecological Company



17SAFE vol.53 May.2005

た。こうした問題をクリアしたのが、

光遼板を芯材に利用した畳だった。光

遼板は薄くても強度があり、熱や湿気

にも変形しない。また天然素材のため、

燃やしても有害物質が発生しないの

だ。各企業は光遼板の畳を採用し、さ

らに東京都も、独自の試験データから

環境的優位性を認め、公団などへの導

入を推進している。

この他、光遼板はアメリカへ輸出さ

れ、棚や机などの家具材としても活用

されている。光遼板の独特な模様や、

染色性の良さ、さらに純天然素材とい

うことが好評だという。

「光遼板は値段が高めで、木材を少し

混ぜた方が安くなります。でも、コー

リャン100％の方が売れるんです」と

田中会長。消費者の環境への意識の高

まりも、大きく影響している。

現在、同社は環境先進国であるヨー

ロッパへのビジネス拡大も視野に入れ

ている。さらにコーリャンの茎だけで

なく、実や根なども使った新しいビジ

ネスを展開していきたいという。エコ

ビジネスにおいて、本業での技術力を

環境に結びつけることがいかに重要か

が、同社の事業からうかがえる。

光洋産業株式会社は主に接着剤や発

泡パネルなどを生産している。1971

年から自社製品の無害化に取り組み、

翌年に、ホルマリンやVOC（揮発性有

機化合物）などを一切含まない、完全

無害の接着剤「KRボンド」を開発、アメ

リカをはじめ世界8カ国で特許を取得

した。その後も技術力を活かし、約10

年で全製品の完全無害化を実現した。

「環境への取り組みをはじめたきっ

かけは、企業の責任が問われた水俣病

の公害訴訟でした。これからは、環境

への影響をしっかりと考えなくてはい

けない時代がくると実感しました」と

同社の田中束会長は振り返る。

こうした同社が1980年から力を入

れているのが、「コーリャン」を使った

板材の開発である。コーリャンとはサ

トウキビに似たイネ科の一年草で、中

国やインドなどで栽培されている。

開発に当たり田中会長は、作家司馬

遼太郎氏が雑誌の対談で話していた

「コーリャンの茎は軽いのに竹のよう

に硬い」というエピソードからヒント

を得たという。

「コーリャンの茎を木の代わりに利

用すれば、世界の森林を伐採しなくて

済むと思いついたんです」。

早速、中国からコーリャンを取り寄

せ、製品化への研究をはじめた。研究

を進める過程で、驚くべきデータが

次々に出てきた。コーリャンは非常に

軽い上、頑強で、熱や湿気にも強い。

さらに成長が早く、木材の代わりに利

用した場合、1ヘクタール当たり、年間

約12.833トンのCO2削減が見込ま

れた。

コーリャンは茎の表面が非常につる

つるした特性を持つため、製品化する

ための接着方法の開発が難航した。し

かし自社のKRボンドを改良、1996年、

コーリャンを板状にした「光遼板
こうりょうばん

」の生

産を開始した。

この光遼板を用いた製品が今、大き

な注目を集めている。その1つが畳だ。

戦後、畳の需要は4分の1まで減少して

いたが、近年、バリアフリーの家や床

暖房への需要から、大手住宅メーカー

やガス会社が薄型の畳を使用しはじめ

た。しかし、化学繊維で作られた薄型

の畳は強度がなく、すぐに反ったり縮

んだりするなどの問題が発生してい

た。また廃棄時の処理が難しいため、

環境、費用の両面からも負荷が大きかっ

光遼板を用いた畳

会社概要

：光洋産業株式会社

：東京都千代田区鍛冶町1-9-9

：03-3252-1701

：1億2,000万円（2005年3月現在）

：243名（光洋化工（株）含む）

：水性ビニルウレタン系接着剤
の製造販売、ウッドパネル・建
築材料・その他各種工業材料
の販売

：http://www.koyoweb.com

社 名

所 在 地

T E L

資 本 金

従 業 員 数

事 業 内 容

ホームページ

新しい天然素材「コーリャン」でエコビジネスを展開
光洋産業株式会社

竹やケナフなど、環境にやさしい天然素材を用いた商品のマーケットが拡大している。
光洋産業は、イネ科の一年草「コーリャン」に着目し、商品を開発。
自社事業を環境と結びつける視点で、エコビジネスを展開している。

Ecological Company

ヒントは
司馬遼太郎の言葉

天然素材「コーリャン」の
潜在力

エコビジネスを支えるのは
技術力



3月25日、21世紀初、日本では大阪

万博以来、35年ぶりの総合博覧会と

なる「愛・地球博」が開幕した。会期

は9月25日までの185日間、約6カ月。

日本を含む121カ国と4国際機関が参

加し、「自然の叡智」をテーマにさま

ざまな展示を繰り広げる。

開幕初日の来場者数は4万3,000人

と、予想を下回るものだったが、順

調に入場者数は増え、9日目に累計50

万人を突破した。

人気があるのは、冷凍マンモスを

展示する「グローバル・ハウス」や最

先端技術を見せる「トヨタグループ館」

などの企業パビリオン。入場整理券

が午前中に配布終了になるなど、人

気が集中する一方で、万博らしい外

国館や瀬戸会場は比較的、空いてい

るという。

運営面では混乱が目立つ。インター

ネットによる予約システムは、アクセ

スが集中して開幕早々にダウンした。

修復後の現在もつながりにくい状態

が続いている。安全対策と食中毒防

止を理由に禁止されていた弁当の持

ち込みは、小泉首相のツルの一声で

解禁になったが、一方でごみの増加

につながっている。ごみの分別は可

燃・不燃レベルだけでなく、生ごみ

やプラスチック、割りばしなど9種類

にもなる。普段の生活での分別方法

との違いに戸惑う声も多い。

万博では、新エネルギーによる長

久手日本館の電力供給から、小さな

建築材料にまで幅広く環境に配慮し

ているが、メディアでは大きく取り上

げられていない。万博公式Webサイ

トでは、細かな環境配慮施設を、「万

博エコマップ」として掲載。会場内の

案内所では、より詳細な「エコブック」

も無料配布している。こうした情報

を活用し、意識して見ることで、単

なるお祭りだけではない環境学習に

なるだろう。

博覧会協会では、会期前後も含め

た詳細な環境報告書の作成を予定し

ているという。今後、同種のイベント

を行う際に、いかに環境負荷を抑制す

るかの手本となることが期待される。
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愛・地球博開幕。9日目に来場者50万人突破
21世紀最初の国際博覧会である「愛・地球博」が25日、開幕した。
自然の叡智と人々の交流を謳う万博には、人間社会の未来像がある。

2003年に循環型社会推進基本計

画が策定され、ごみの安全な処理と

いう公衆衛生の視点から、循環型社

会を目指す方向に転換して、2年が経

過した。しかし、いまだ3Rへの取り

組みの成果が表れているとはいいが

たい。

そこで政府は、2005年4月28日に東

京で各国の閣僚が参加して開催され

る「3Rイニシアティブ閣僚会議」を機

に、3R推進を社会的に盛り上げてい

く方針だ。

こうした中で、2005年2月、環境省

の中央環境審議会は、3Rに重点を置

いた適正なリサイクル体制を構築す

るため、市町村の一般廃棄物処理の

今後の方向性についての意見書を環

境省に提出した。

意見書では、コスト分析による効

率化や発生抑制のための有料化推

進が提示されており、経済的インセ

ンティブの活用を狙っている。また、

市町村が分別回収した廃プラスチッ

クに関して、再生利用や熱回収に

よって資源化するケースがある一方

で、不燃物として直接埋め立ててい

るケースも多く、その足並みは揃って

いない。

そこで、廃プラスチックの処理に

ついて「埋め立ては行わず、一定の

熱回収率を確保した上で、熱回収を

行う方向で処理システムを見直すこ

とが適当」という方向性を示した。

そのほか、東京都の廃棄物審議会

でも、最終処分場のひっ迫や廃プラ

の熱回収から得られるエネルギー量

を理由に、廃プラを熱回収すること

が望ましいとする答申を出している。

あくまで容器包装リサイクル法など

を通じて再生利用を図った上ではあ

るが、適正な熱回収が行われれば、

3R推進の一助となるかもしれない。

※廃棄物の発生抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、
再生利用（Recycle）の3つの「R」の総称。

廃プラの熱回収が、3R推進の力となるか
中央環境審議会が市町村の3R※推進について方向性を提示。
廃プラスチックの焼却・熱回収が循環型社会の構築にどう影響するのか。
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●住友商事は、インドの化学工場で排出されるフロン類（HFC23）を回

収・破壊する事業で、日本企業として初めてCDMに承認、登録された。

これにより、世界最大規模の338万トンのCO2排出権を獲得する見込

み。（2/28）

http://www.sumitomocorp.co.jp/

●地球環境戦略機関（IGES）は、中小企業向け環境経営支援のための認

証・登録制度「エコアクション21」で、地域事務局23団体と審査人

325名を認定。本格的に審査業務を始める。(3/14)

http://www.ea21.jp/

●日本経団連は、環境自主行動計画の2004年度フォローアップ調査結

果を発表。これによると、2003年度の産業界全体からの産業廃棄物

最終処分量は1,026万トンで、前年度比11％減に。（3/15）

http://www.keidanren.or.jp/
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経済

●環境省は、環境会計ガイドライン2005年版を公表。利便性向上を目

指し、環境保全対策分野に応じたコスト分類を提示したほか、環境保

全効果の分類や内部管理表の見直しなどを行った。（2/15）

http://www.env.go.jp/

●環境省と経済産業省は、京都議定書で定められた温室効果ガス排出権

の保有や移転などを管理するための「国別登録簿」の利用規定を策定

し、運用を開始した。（2/16）

http://www.env.go.jp/

●政府は、船舶による汚染防止のための国際条約（MARPOL条約）

1997年議定書を批准した。これは、船舶の機関から発生する窒素・

硫黄酸化物の排出規制などを規定するもので、すでに18カ国が批准

しており、5月19日に発効する。（2/16）

http://www.mofa.go.jp/

●東京都は、ディーゼル車規制の効果を把握するために実施した調査結

果を発表。これによると、EC（元素状炭素）など、すべての項目で

2003年の測定値より改善した。（2/21）

http://www.metro.tokyo.jp/

●温泉法施行規則が改正。加水、加温、温泉水の再利用、入浴剤の添加

の表示が義務化される。5月24日に施行。（2/24）

http://www.env.go.jp/

●政策化学研究所は、容器包装ライフサイクルアセスメントに係る調査

事業の報告書骨子をまとめた。この結果、アルミ缶の場合、製造過程

での1缶当たりCO2排出量は0.10335kgに。（2/25）

http://www.env.go.jp/

●国土交通省は、環境にやさしい鉄道貨物輸送の認知度向上のために、

鉄道貨物で輸送された商品であることを示す「エコ・レールマーク」を制

定することを決め、基準策定のための検討委員会を設置した。（3/2）

http://www.mlit.go.jp/

●廃棄物処理法の改正案が閣議決定した。これにより、大規模不法投棄

の防止を目的としたマニフェスト管理の強化や、無確認輸出に関する

未遂罪・予備罪の創設などが行われる。（3/7）

http://www.env.go.jp/

●環境省は、内分泌かく乱物質について、今後の新たな取り組み方針を

示す「ExTEND 2005」を公表。野生生物観察の推進など、7点を柱

として提示した。（3/14）

http://www.env.go.jp/

政策

●国土交通省と経済産業省は、京都議定書の温室効果ガス削減目標達成

のため、省エネ法を改正。報告・届出制度の創設などにより、運輸分野

と住宅・建築物分野の省エネ対策の強化を図る。（3/15）

http://www.mlit.go.jp/

●経済産業省の産業構造審議会地球環境小委員会は、地球温暖化対策推

進大綱に代わる京都議定書目標達成計画の策定に向けた報告をまと

めた。民生・運輸部門での新たな取り組みや、原子力発電推進を提案

している。（3/16）

http://www.meti.go.jp/

●海上保安庁は、2004年の日本周辺海域での海洋汚染発生件数を

公表。2004年は前年より146件減の425件となった。（3/18）

http://www.kaiho.mlit.go.jp/

●国土交通省は、圧縮水素ガスを燃料とする燃料電池自動車の保安基準

などの関係法令を改正、施行した。今後、国際的な統一基準として採

用されるよう働きかけていく方針。（3/31）

http://www.mlit.go.jp/

●北海道から沖縄までの9ブロックに、地域エネルギー・温暖化対策推

進会議が設置された。これは、国の地方支分部局や域内の地方公共団

体、民間、NGOなどから構成され、各地域での温暖化対策の自主的な

取り組みを促進する。（3/31）

http://www.env.go.jp/

●気象庁は、気候変動監視レポート2005を公表。これによると、

2004年の日本の天候は、年平均地上気温の平年差が＋1.01℃と観

測史上2番目の高さに。（3/31）

http://www.jma.go.jp/

●北九州産業学術推進機構が、北九州エコタウンに建設していたバイオ

マスポリ乳酸化システム糖分離精製発酵施設が完成。廃木材等を原料

としたバイオマスプラスチックの製造を目指す。（2/16）

http://www.kitaq-ecotown.com/

●大阪ガスは、メタンを原料とした生分解性プラスチックであるポリヒ

ドロキシブチレート（PHB）を高性能化し、連続生産する技術を開発。

（2/18）

http://www.osakagas.co.jp/

技術

●日本有機資源協会は、バイオマス製品であることを示す「バイオマス

マーク」の認定業務の試験運用を開始した。（2/28）

http://www.jora.jp/

●グリーン購入ネットワークは、第9回グリーン購入アンケート調査結果

をまとめた。これによると、総販売額に占める環境配慮型製品の売り

上げが、前回より10％上昇の平均61％に。（3/8）

http://www.gpn.jp/

●ブラジルのサルバドール市で、国際標準機関（ISO）の社会的責任（SR）

規格に関するワーキンググループ第1回総会が開催され、検討体制や

国際ガイダンス文書の基本構成などが議論された。（3/15）

http://www.meti.go.jp/

●エネルギー・環境閣僚円卓会合がロンドンで開催。主要20カ国のエ

ネルギー・環境担当大臣が一堂に会し、低炭素社会の実現に向けた国

際協力のあり方などについて意見交換した。（3/17）

http://www.env.go.jp/

社会
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1972年に出版された衝撃の書『成

長の限界』と、その続編である1992

年の『限界を超えて』。本書はシリー

ズ待望の第3弾である。意外に思わ

れるかもしれないが、『成長の限界』

は、ときに月間ベストテンに入るほど、

今も売れ続けている。初出版から約

30年。ここには最新のデータによる

崩壊の予兆と再生のシナリオが、新

たに描かれている。第3の革命は可

能だろうか？　環境に関心がある方

すべての必読書である。

タイトルの通り、独立行政法人とな

った産業技術総合研究所の最先端の

研究が一目でわかるようにと、研究者

たちが書き下ろした画期的な書であ

る。「ライフサイエンス」「情報通信」

「ナノテク・材料・製造」「環境・エネ

ルギー」「社会基盤（地質）・海洋」「社

会基盤（標準）」の分野で381もの研

究を紹介。産学官連携の参考に最適。

研究者には共同研究の、学生には就

職の参考にもなる。CD-ROM付き。

「環境紛争をいかに解決していく

か」。本書は、環境問題について、法

的な問題発見、解決のトレーニング

を行うことを目的に、本邦初のケース

で学ぶ環境法の入門書として編集さ

れた。4大公害訴訟を契機とする企

業の取り組みから、基礎的な法知識、

訴訟の戦略までをカバーする。法科

大学院、法学部のテキストとして最適。

また企業の担当者は必携。訴状や証

拠、現場写真など充実の資料版CD-

ROM付き。
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BOOKS
産総研 技術開発カタログ

次のヒントはここにある ケースメソッド 環境法

例年、この時期は教養の環境入門書が

ベストに入るのだが、今年は動きが違

う。エネルギー関係の売れ行きが顕著

だ。ベストテンには入らなかったが、

『主役に育つエコ・エネルギー』や『風

力発電マニュアル2005』『マイクログ

リッド』『図解 バイオエタノール最前線』

などがよく読まれている。また環境ビ

ジネス書定番の年度版『新・地球環境

ビジネス2005-2006』なども好調。

●環境書3月度売上げベストテン

成長の限界 人類の選択 ダイヤモンド社 2,520円

幻の水素社会　光文社 1,000円

土日で入門 廃棄物処理法 日本環境衛生センター 1,575円

環境リスク学　不安の海の羅針盤　日本評論社 1,890円

トコトンやさしいエネルギーの本　日刊工業新聞社 1,470円

自然エネルギー市場　新しいエネルギー社会のすがた 築地書館 2,940円

環境危機をあおってはいけない 地球環境のホントの実態 文藝春秋 4,725円

平成17年版 廃棄物・リサイクル六法 中央法規出版 5,880円

ビジネスを変える環境政策徹底ガイド　知っておきたい重点分野・予算配分 ダイヤモンド社 3,780円

ケースメソッド 環境法 日本評論社 3,465円

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

環境を考える本

ジュンク堂書店（池袋本店）2005年3月1日～3月31日

※価格はすべて税込

ドネラ・H・メドウズ　デニス・L・メドウズ
ヨルゲン・ランダース　共著

ダイヤモンド社　　価格2,520円（税込）

成長の限界 人類の選択

独立行政法人 産業技術総合研究所　編
丸善プラネット

価格2,940円（税込）

日本弁護士連合会　編
日本評論社

価格3,465円（税込）



編集後記

●今号の特集は、弊社が毎年開催している「環境セミナー」です。セミナー
は、メインテーマを「気候変動とファイナンス」としました。今までのセミナー
にはなかったテーマですので、ぜひご一読ください。内容についてご意見
などをお待ちしております。また、今号より、水なし印刷を導入しました。
これは印刷工程における廃液がなく、通常の印刷工程に比べ、環境への負
荷が格段に少ないものです。今後も環境配慮を意識して参りますので宜し
くお願いします。（朋）

●新聞報道によれば、この４月に施行された環境配慮促進法で、環境報告書
の発行義務を企業にまで拡大する改正案を議員立法で提出しようとする動
きがあるという。このところ、環境がようやく「政治」のアジェンダにもなっ
てきた。まず議論が始まること、これは大歓迎である。（英）

●近頃、「LOHAS」を扱った雑誌やラジオ番組が日本でも登場している。
「LOHAS」とは、Lifestyles of Health and Sustainabilityの略で、環境
や健康を最優先し、持続可能な社会のあり方を志向するライフスタイルのこ
と。それが今、欧米で広まりつつあるという。日本でもこうしたライフスタイ
ルが指示され、家庭部門のC02排出量を抑制する力になればと願う。（吉）
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本誌をお読みになってのご意見、ご感想をお寄せください。
また、環境問題に関するご意見もお待ちしています。
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エコロジカルホテル
★ ★ ★ E c o l o g i c a l  H o t e l  ★ ★ ★

● ホテルニューオータニ（東京都千代田区）●

東京の中心に、江戸時代から続く4万m2の日本庭園が

ある。この庭園を所有するのが、今回紹介する「ホテル

ニューオータニ」である。

同ホテルは、1960年代から環境への取り組みをはじめ、

ホテルを都市の小モデル（＝集約された地球環境）と捉え

て、独自のリサイクルシステム「R-economy」を確立、省エ

ネルギーや省資源などの環境対策を行っている。

R-economyで力を入れているものの1つが、食品残渣

の100％肥料化による食品の循環資源化である。毎日

5,000kgも発生する生ごみを、コンポスト・プラントで一次

発酵させた後、工場で3～6カ月かけて堆肥化。この堆肥

で生産された野菜類を再び食材として買い取っている。

また、中水リサイクルも行っている。1991年に導入され

た中水造水プラントで、厨房排水から1日最大600トンの中

水を作り、庭の散水や一部トイレの洗浄用水などに再利

用している。

屋上緑化やリサイクル資源の活用など、環境への取り

組みが集約されたローズガーデンや日本庭園も併せて、

ぜひ一度訪れてもらいたいホテルである。

ホテルニューオータニ

1999年に設置された
コンポスト・プラント。
生ごみの焼却処分費を
年間3,000万円削減。

ホテルニューオータニ Tel：03-3265-1111（代表）
〒102-8578 東京都千代田区紀尾井町4-1
東京メトロ銀座線赤坂見附駅より徒歩3分
http://www.newotani.co.jp/tokyo/
料金：37,800円～（スタンダード・ダブル、サービス料・宿泊税別）

泊まってみたい

大宴会場の屋上に広がる
ローズガーデン（結婚式、
専用宿泊プランなどでの
ご利用のみ公開）。
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